
（平成２１年６月３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 24 件

国民年金関係 14 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 29 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 22 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 1932 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年４月から同年６月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 52 年４月から同年６月まで 

                         ② 昭和 56 年４月から平成元年３月まで 

申立期間①については、妻が国民年金保険料を納付していたはずであ

り、申立期間②については、主に同居していた母親が保険料を納付して

いた。未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、その妻が国民年金保険料を納付した

としているところ、申立期間の前後の期間は保険料が納付されており、

妻は当該期間の保険料を納付していることから、申立人のみが未納とな

っているのは不自然である。 

また、申立期間①は３か月と短期間であり、申立人の国民年金手帳記

号番号から推定できる国民年金への加入時期は、昭和 53 年１月 25 日こ

ろであるため、申立期間①の直前の 50 年４月から 52 年３月までの期間

の保険料を過年度納付によりさかのぼって納付したと考えられ、その直

後の申立期間①を未納のままとするのは考え難い。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、その母親が主に申立期間の保険料を

納付したとしているが、母親は既に他界していて保険料納付に関する証

言が得られず、申立人も保険料納付にほとんど関与していないことから、

申立人の保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人に関する社会保険庁の被保険者台帳によれば、昭和 56

年度の備考欄に「57 年納付書返戻」との記載があることから、57 年度



                      

  

の保険料納付書が返戻されたものと考えられ、申立期間②のうち少なく

ても 57 年度の保険料が納付されたとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間②の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 52 年４月から同年６月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1933 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年３月及び 43 年４月から同年 10

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年３月 

             ② 昭和 43 年４月から 49 年９月まで 

    申立期間①については、昭和 42 年１月から同年３月までの国民年金

保険料３か月分をまとめて納付したはずであり、申立期間②については、

Ａ市在住時は同市の集金人に夫婦一緒に保険料を納付し、その後に転居

したＢ区でも納付したはずであり、未納とされていることに納得できな

い。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、同期間を含む昭和 42 年１月から同

年３月までの国民年金保険料 450 円を納付した領収証書を保管しており、 

   当時の本来の保険料額 600 円と金額が相違しているが、申立期間①を含

む納付対象期間は明確に記載されており、納付記録がある 42 年１月及

び同年２月の保険料額としては超過している 50 円が還付された形跡も

見られないことから、42 年１月から同年３月までの保険料が納付され

たものと認められ、３か月分の保険料額として不足している金額につい

ては別途納付されたものと推認される。 

 

  ２ 申立期間②のうち、昭和 43 年４月から同年 10 月までの期間について

は、申立人が所持する国民年金保険料領収証書により、その期間中の

43 年 10 月 29 日に前年度の 42 年７月から 43 年３月までの保険料を過

年度納付していることが確認できることから、43 年 10 月の時点で現年

度の保険料として納付できる 43 年４月から同年 10 月までの保険料を未



                      

  

納とするのは不自然である。 

 

３ 申立期間②のうち、Ａ市に在住していた昭和 43 年 11 月から 47 年８

月までについては、申立人はその夫の分とともにＡ市の集金人に保険料

を納付したとしているが、その夫は 44 年３月に国民年金手帳が払い出

され、43 年 11 月から 44 年２月までの保険料は未納となっており、44

年３月以降については、その夫の保険料の納付先が市民センターであっ

た時期があるなど一定ではなく、申立人の主張と合致していない。 

また、当該期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は見当たらない。 

 

４ 申立期間②のうち、Ｂ区に在住していた昭和 47 年９月から 49 年９月

までの期間については、申立人の保険料納付に関する具体的な記憶が無

く、保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も

見当たらないことから、保険料の納付状況が不明である。 

 

  ５ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 42 年３月及び 43 年４月から同年 10 月までの期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1935 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年４月から 45 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 17 年生   

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年 12 月から 38 年７月まで 

             ② 昭和 39 年２月から 40 年 11 月まで 

             ③ 昭和 43 年 11 月から 44 年３月まで 

             ④ 昭和 44 年４月から 45 年３月まで 

     申立期間①及び②については、父親の会社を手伝い､自分で国民年金

の加入申込みをし、父親と共に保険料を納付したはずであり、申立期間

③及び④については、昭和 43 年２月に結婚した後、夫の分と合わせて

保険料を納付したはずであり､未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間④について、申立人は、昭和 43 年２月に結婚した後、申立

人及びその夫の保険料をすべて自分で納付したとしているところ､申立

人の国民年金手帳が 45 年３月末に再交付され、その夫は 45 年２月に

国民年金への加入手続を行ったことが推認されるため、申立人夫婦の

国民年金に関する手続が申立期間④中の同時期又は近い時期に行われ

たことがうかがえ、申立期間④の保険料を夫が納付しているにもかか

わらず、申立人のみが未納となっているのは不自然である。 

  また、申立人及びその夫の結婚後の国民年金保険料は､申立期間を除

きすべて納付されており､結婚後の申立人及びその夫の保険料の納付意

欲は高かったものと認められる。 

 

２ 申立期間①及び②について、申立人は、国民年金保険料をその父親

と共に納付したとしているが、当時、申立人の父親は厚生年金保険に



                      

  

加入中であり、他の同居家族も国民年金の加入及び保険料の納付記録

は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金の加

入時期は昭和 43 年１月であり、その時点では、申立期間①及び②のう

ち、39 年２月から 40 年９月までの保険料は時効により納付できない

期間となっており、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形

跡も見当たらない。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、国民年金保険料を郵便局等の金融

機関で納期ごとに納付した記憶もあるとしているが、当時、Ａ市では

金融機関を通して現年度保険料を収納しておらず、印紙検認方式によ

る納付であった。また、印紙検認方式で保険料が納付されれば、国民

年金手帳の印紙検認台帳欄に国民年金印紙が貼付され、印紙検認記録

欄に検認印が押印されるが、申立人の国民年金手帳には申立期間③の

印紙検認記録欄に検認印が無く、印紙検認台紙欄には印紙が貼付され

た形跡が見当たらない。 

   

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の

うち、昭和 44 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料を納付して

いたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1936 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 38 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36 年４月から 38 年９月まで 

社会保険庁に納付記録の照会をしたところ、昭和 36 年４月から 38

年９月までの国民年金保険料について、未納となっていることが分か

ったが、妻の分と一緒にＡ区役所の集金人に納付していた。未納とさ

れていることに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 35 年ころ、国民年金の加入勧奨にきたＡ区役所職員の

勧めにより、妻と共に国民年金に加入し、36 年６月から、３か月ごとに

自宅に集金にきていたＡ区の職員に国民年金保険料を納付したとしている

ところ、国民年金手帳記号番号が 36 年６月２日にＡ区で夫婦連番にて払

い出されており、申立期間当時、Ａ区では隣戸徴収制度があり、Ａ区役所

の職員が３か月ごとに各戸を回って集金していたことが確認できることか

ら、その主張に不自然さはみられない。 

また、申立人の妻は、申立期間当時の保険料が月額 100 円であったこ

と、国民年金手帳の表紙の色が薄い青い色であったこと、及び保険料納

付の際に集金人が国民年金手帳に収入印紙を貼り、検認印を押したこと

を具体的に記憶しており、いずれも当時の保険料納付に関する内容と合

致している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1937 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年４月から 45 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：      

生  年 月 日 ：  昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 41 年４月から 45 年３月まで 

    申立期間については、Ａ区にあったＢ社に住み込みで勤務していた時

期に、経営者から国民年金の加入が義務づけられたので保険料を給与か

ら天引きして納付すると言われたので、納付されたはずであり、未納と

なっていることに納得できない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、当時、住み込みで勤務していた会社

の経営者から国民年金保険料を給与から差し引いて納付すると言われ

たため、申立期間の保険料は納付されているはずとしているところ、

申立人の国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人と同じ住所で

国民年金手帳記号番号が連番で払い出されている者が３名いるため、

会社の経営者が住み込みの従業員の国民年金への加入手続を一括して

行ったことがうかがえ、加入手続を行ったと推定できる昭和 40 年度に

ついては、申立人及び国民年金手帳記号番号が連番で払い出されてい

る者のいずれも保険料の納付記録があることから、申立人の主張に不

自然さはみられない。 

  また、申立人は、申立期間当時、会社が経営する飲食店の支配人を任

されており、申立人と同じ住所で国民年金手帳記号番号が連番で払い

出されている当時の同僚と考えられる者のうち、申立期間②中の昭和

42 年４月途中まで同住所にいたことが推定できる１名が、同住所にい

た期間を含む申立期間②の保険料をすべて納付していることから、店



                      

  

の支配人であった申立人についても、42 年３月までの保険料は納付さ

れたと考えるのが自然であり、申立期間②のそれ以降の期間について

も未納とするのは不自然である。 

 さらに、申立人が勤務していた会社は、当時、好景気で経営が順調で

あり、飲食店の内装替えをよく行い、社長は別荘を所持していたとして

おり、店の支配人であった申立人の申立期間②の保険料を未納とする事

情は見当たらない。 

 

 ３ 申立期間①については、申立人と同じ住所で国民年金手帳記号番号が連

番で払い出されている当時の同僚と考えられる者は、いずれも保険料が未

納となっている。 

また、当該期間の保険料を納付したことを示す関連資料等（家計簿、確

定申告書等）は見当たらない。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 41 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1938 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10 年３月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：     

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 10 年３月 

    国民年金保険料納付記録について、社会保険事務所に照会したところ、

平成 10 年３月の納付記録が無いとの回答をもらった。私は、９年４月

に夫婦一緒に国民年金に加入し、保険料も妻が市役所の金融機関窓口で

夫婦二人分を一緒に納付していた。自分の分だけ未納とされるのは納得

がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成９年３月に会社を退職し、次に就職するまでの期間に

ついて、国民年金が未納にならないようにとの思いから市役所に行き、

妻の分と合わせて国民年金の加入手続を行い、申立人の妻が毎月保険料

を一緒に納付していたとしているところ、加入後の９年４月から申立期

間直前の 10 年２月まで、夫婦同日に納付されていたことが確認できる上、

申立期間について申立人の妻は納付済みであることから夫の分のみ納付

しないのは不自然である。 

また、申立人は、申立期間以外は未納は無く、かつ、申立期間は１か

月と短期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1939 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年４月から同年９月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 61 年４月から同年９月まで 

              ② 昭和 62 年４月から平成２年３月まで 

結婚を契機に昭和 60 年５月ころ、妻がＡ区役所で夫婦二人分の国民

年金加入手続を行った。保険料は夫婦二人分を妻が納付していたが、妻

が子供を出産する時期に重なったこともあって、しばらくの間区役所の

職員に集金に来てもらっていた。いつも二人分を一緒に納めていたはず

なのに夫婦それぞれに未納期間があることに納得できない。 

             

第３ 委員会の判断の理由 

    １  申立期間①について、申立人は、昭和60年５月ころ国民年金に加入し、

保険料を納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号が

60年５月ころに払い出されていること、及び申立期間前後の保険料は納

付済みであることが社会保険庁の記録から確認できる上、Ａ区では区民

の依頼により臨時的に国民年金保険料の集金に出向くことがあったとし

ており、申立内容に不自然さはみられない。 

 

２ 申立期間②について、申立人はその妻と共に国民年金保険料を納付し

たと主張しているが、妻は申立期間を含む昭和60年４月から平成２年３

月までの期間が未納であり、申立人の申述とは符合しない。 

  また、申立期間は36か月と比較的長期間である上、申立期間の国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

が無い。 

   



                      

  

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和61年４月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1940 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 11 年１月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 38 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 60 年４月から平成２年３月まで 

              ② 平成 11 年１月 

結婚を契機に昭和 60 年５月ころ、私がＡ区役所で夫婦二人分の国民

年金加入手続を行った。保険料も私が夫婦二人分を納付していたが、子

供を出産する時期に重なったこともあって、しばらくの間区役所の職員

に集金に来てもらっていた。いつも二人分を一緒に納めていたはずなの

に夫婦それぞれに未納期間があることに納得できない。 

 

             

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立期間②について、申立人は、国民年金手帳記号番号払出後の平成

２年４月以降の期間について申立期間②以外はすべて保険料を納付して

おり、納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立期間②前後は過年度納付により国民年金保険料を納付して

おり、過年度納付が可能な申立期間②のみ納付しなかったとするのは不

自然である。 

  

２ 申立期間①について、申立人は昭和60年５月ころＡ区役所においてそ

の夫と共に国民年金の加入手続を行い一緒に納付したとしているが、申

立人の国民年金手帳記号番号の払出しは平成元年12月ころであると推認

できることから、申立期間①のうち昭和62年10月以前は時効により納付

できない期間である上、別の手帳記号番号が払い出された周辺事情も見

当たらない。 



                      

  

   また、申立期間①は60か月と長期間である上、申立期間①の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無い。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成11年１月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1943 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年１月から同年３月まで 

社会保険事務所に国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申立

期間が未納と言われたが、申立期間の保険料は納付しているはずであり、

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間について保険料をすべて

納付しているほか、厚生年金保険から国民年金への切替手続も適切に行

うなど納付意識が高いと考えられる。 

また、申立人が所持する国民年金保険料の領収証書から申立期間直後

の昭和 40 年４月から 41 年３月までの保険料が 41 年８月に過年度納付さ

れていることが確認でき、その時点で申立期間は過年度納付することが

可能であることから、申立期間の保険料のみを納付しなかったとするの

は不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1944 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

年 金 番 号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月から 40 年３月まで 

私と妻は、国民年金の加入手続をはじめ各種の届け出、保険料の納付

等常に一緒に行ってきた。妻の「年金記録のおしらせ」では妻の保険料

の納付は確認できているが、共に納めた私の保険料１年分が未納となっ

ている。特例納付した記憶があり、未納となっていることは納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金保険料を常にその妻と一緒に納付し、申立期間につ

いてもその妻と共に特例納付をしたと主張するところ、旧Ａ町（現在はＢ

市）の被保険者票により申立人及びその妻両者の納付日が確認できる昭和

36 年４月から 39 年３月までの期間、41 年４月から 49 年３月までの期間

及び 57 年７月から 58 年３月までの期間について、申立人は全期間その妻

と一緒に納付していたことが確認できる上、申立人の妻は申立期間につい

て現年度及び特例納付により保険料を納付していることから、申立人の申

立期間の保険料についても納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1947 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年 10 月から 43 年３月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 42 年４月から 43 年３月まで 

    私は、60 歳になった時に初めて社会保険事務所に行って国民年金保

険料の納付記録を照会した結果、申立期間が未納になっていた。私は、

Ａ市に転居した後に、国民年金に未加入だった主人の加入手続と同時に

自分の手続も行ったところ、職員から保険料はさかのぼって納付できる

と勧められ、納付書を２枚発行してくれたので、１万 3,000 円くらいの

保険料を納付した。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市に転居した昭和 44 年 10 月ころ、国民年金の手続に行っ

た際、市役所からさかのぼって保険料を納付することができると言われ、

１万 3,000 円くらいの保険料を納付したと主張しているところ、手続後の  

45 年１月 31 日に 44 年４月から同年 12 月までの保険料を現年度納付して

おり、当該時点で、時効となる 42 年４月から同年９月までの期間を除く

同年 10 月から 44 年３月までの過年度納付の保険料と現年度分の保険料を

合わせると夫婦二人で１万 2,000 円となり、申立人が主張する額におおむ

ね一致する。 

   また、申立人の昭和 44 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料につ

いて、申立人が所持している国民年金手帳の印紙検認記録では、45 年１

月 31 日に納付となっているが、被保険者名簿では、Ａ市で国民年金手帳

記号番号が払い出された 44 年 10 月以前の 44 年１月 31 日となっているな

ど、行政側の記録管理に不備がみられる。 

   さらに、申立人の国民年金保険料について、申立期間以外に未納は無い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 42 年 10 月から 43 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの



                      

  

と認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1949 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 50 年１月から同年３月まで 

    会社退職後、昭和 48 年５月に結婚し、Ａ市役所で国民年金の任意加

入手続をした。加入してからずっと、国民年金保険料を３か月ごとに市

役所に納めてきたので、申立期間が未納となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社退職後、昭和 48 年６月に国民年金に任意加入し、その

後、３か月と短期間である申立期間以外は、国民年金保険料をすべて納付

しており、保険料の納付意識は高かったと認められる。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿兼検認票によると、申立人は、国民

年金に任意加入した昭和 48 年６月以降、申立期間を除き、３か月ごとに

市の納付基準期限内に国民年金保険料を納付していることが確認できるこ

とから、申立内容に不自然さはみられない。 

さらに、結婚後、申立人の夫は、申立期間も含め同じ会社に勤務してお

り、生活状況に変化はなかったとみられ、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付できなかった特別の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1950 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年４月から 50 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月から 50 年６月まで 

    昭和 50 年にＡ区に転居し、夫の父親から国民年金保険料の納付を勧

められたこともあり、自宅から歩いて行けるＡ区役所Ｂ出張所で国民年

金の住所変更と未納であった過去の分の保険料の納付手続を行った。保

険料は銀行で納付したので、申立期間が未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その夫の父親から国民年金保険料の納付を勧められ、自宅近

くの仮庁舎のようなＡ区役所Ｂ出張所で国民年金の住所変更手続と申立期

間の国民年金保険料の納付手続を行ったとするところ、申立人が所持する

国民年金手帳には、申立人が昭和 56 年６月にＣ市からＡ区に住所変更を

行ったことが記載されている上、当時、Ｂ出張所は、道路工事の対象区域

内にあり、取り壊せる状態にあったことが区役所職員の説明で確認できる

ことから、仮庁舎のようであったとする申立内容に不自然さはみられない。 

また、申立人は、申立期間当時の国民年金保険料額が月額 1,000 円程度

であったこと、未納であった過去の期間をまとめて、２万円から３万円を

Ｄ銀行（現在は、Ｅ銀行）で納付したことを鮮明かつ具体的に記憶してお

り、これらは当時の状況と符合していることに加え、申立人の夫は、その

父親が申立人に国民年金保険料を納付するよう勧めていたことや、申立人

がさかのぼって国民年金保険料を納付したことを記憶しており、申立内容

に信 憑
ぴょう

性が認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1951 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 50 年１月から同年３月まで 

    昭和 50 年当時、納税組合に税金と国民年金保険料を納めていた。回

覧板で集金の日時の連絡があり、月末に集会所に現金を持参した後、組

合でまとめてＡ所に入金していた。昭和 50 年１月に結婚してから妻の

分も納めているので、申立期間が未納であるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 43 年 10 月から国民年金保険料を納付し、

国民年金加入期間中は、申立期間を除き保険料をすべて納付しており、

保険料の納付意識は高かったと認められる。 

   また、Ｂ市の国民年金被保険者名簿をみると、申立人は、申立期間の前

後の昭和 49 年４月から 51 年９月までの期間は、申立期間を除き、３か

月ごとに納付期限内に納付している上、申立人と一緒に納付したとする

申立人の妻は、申立期間は納付済みである。 

さらに、申立期間は３か月と短期間であり、申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付できない特別な事情はみられない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 981 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社(現在は、Ｂ株式

会社)における資格喪失日に係る記録を昭和 47 年８月１日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を７万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年  月 日 ： 昭和 21 年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 47 年７月 29 日から同年８月１日まで 

昭和 45 年４月１日にＣ株式会社(現在は、株式会社Ｄ)に入社して同

年７月１日付の人事異動でＡ株式会社に出向した。その後、47 年６月

30 日付でＣ株式会社復帰の辞令が発令されたところ、業務引継後の復

帰となったことから同年８月１日に復帰し、現在まで継続して勤務して

おり、厚生年金保険料を給与から控除されていたことから申立期間が未

加入であるのは納得できないので、申立期間について被保険者期間であ

ったことを認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由  

Ｃ株式会社の人事記録、事業主の供述及び雇用保険の被保険者記録から

判断すると、申立人がＣ株式会社に出向先も含めて継続して勤務し（昭和

47 年８月１日にＡ株式会社からＣ株式会社に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 47 年６月の社会保険事務所の記録から７万 6,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、確認できる関連資料及び周辺事情は無いものの、事業主は、厚生

年金保険被保険者の資格喪失届を誤ったとしていることから、事業主が昭



                      

  

和 47 年７月 29 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年７月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 982 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ会（現在は、Ｂ会）の

資格喪失日に係る記録を昭和 63 年 10 月１日に訂正し、同年９月の標準

報酬月額を 10 万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨  

  申 立 期 間 ： 昭和 63 年９月１日から同年 10 月１日まで 

  昭和 63 年４月 21 日から、Ａ会に勤務し、63 年９月１日から平成元

年３月 31 日までＡ会会長の運営する「Ｂ」に勤務していた。 

  この間、継続して勤務をしており、年金加入記録が、昭和 63 年９月

１日から同年 10 月１日までの１か月間が抜けていることについては事

務手続上のミスであり、この期間を被保険者期間として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由  

 Ｂ会の「厚生年金加入期間と保険料控除に関する証明書」及び雇用保

険の被保険者記録により、申立人がＡ会に継続して勤務し（昭和 63 年

10 月１日に同社から承継法人のＢ会に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ会における昭和

63 年８月の社会保険事務所の記録から、10 万 4,000 円とすることが妥当

である。 

  なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、「厚生年金加入期間と保険料控除に関する証明書」及び事業所

照会の回答文書において、厚生年金保険被保険者資格取得届における資格

喪失日を昭和 63 年９月１日として届け出たとしていることから、事業主

が、同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に



                      

  

係る同年９月の保険料について納入告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立

期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

  

埼玉厚生年金 事案 986 

 

第１ 委員会の結論 

    事業主は、申立人が昭和 37 年３月１日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、同年６月 19 日に喪失した旨の届出を社会保険事務所に行った

ことが認められることから、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 37 年３月から同年５月までの標準報酬月額は３万 3,000 円

とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年１月１日から 30 年２月１日まで 

             ② 昭和 30 年３月１日から同年 12 月 10 日まで 

             ③ 昭和 37 年３月１日から同年６月 19 日まで 

    申立期間①については、Ｂ株式会社に勤務したが、昭和 29 年１月１

日から 30 年１月 31 日までの間の厚生年金保険被保険者記録が欠落して

いる。 

申立期間②については、Ｃ株式会社に勤務したが、この間の厚生年金

保険被保険者記録が欠落している。 

申立期間③については、Ａ株式会社に勤務したが、申立期間の被保険

者記録が欠落している。それぞれの会社で厚生年金保険料を給与から控

除されていたので、この間を被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③については、社会保険事務所が保管するＡ株式会社の事業

所別被保険者名簿により、申立人と同姓同名かつ申立期間と合致する記

録で、生年月日が「昭和９年＊月＊日」ではなく「昭和９年＊月＊日」

となっている者について、厚生年金保険被保険者の資格を昭和 37 年３

月１日に取得し、同年６月 19 日に喪失している記録が確認できる。 

また、資格取得日の昭和 37 年３月１日はＡ株式会社の設立日であり、

申立人が主張する設立当時の従業員数と社会保険事務所の記録上の厚生



                      

  

年金保険被保険者数がおおむね一致する上、申立期間において、申立人

のほかに同姓同名の者は無く、かつ、申立人も同姓同名の同僚はいなか

ったとしている。 

さらに、前述の厚生年金保険の記録は、基礎年金番号に統合されてい

ない記録となっていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、前述の生年月日が「昭和９年＊月＊

日」となっている者の厚生年金保険の記録は申立人の記録であると考え

るのが妥当であり、申立人は昭和 37 年３月１日から同年６月 19 日まで

Ａ株式会社に勤務し、厚生年金保険の被保険者であったことが認められ

る。 

    なお、標準報酬月額については、未統合の厚生年金保険被保険者記録

から、昭和 37 年３月から同年５月までは３万 3,000 円とすることが妥

当である。 

                

  ２ 申立期間①については、申立人が記憶している上司、同僚の氏名及び

勤務内容などから、申立人が申立期間においてＢ株式会社に勤務してい

たことはうかがわれる。 

    しかしながら、Ｂ株式会社は昭和 45 年 12 月１日に解散しており、当

時の事業主は既に亡くなっていることから申立人が申立期間①に厚生年

金保険料を控除されていたことを確認することができない。 

  また、申立人より以前に入社し、同時期に勤務したとされる同僚は、

社会保険事務所の記録により、入社して一定期間を経過した後に申立人

と同日の厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、社会保険事務所が保管するＢ株式会社の健康保険厚生年金保

険被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の資格取得日は昭和 30 年

２月１日、資格喪失日は同年３月１日となっており、このほかに申立期

間①における申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無く、

申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

  ３ 申立期間②については、申立人が記憶している同僚の氏名や勤務内容

などから、申立人が当該期間においてＣ株式会社Ｄ営業所に勤務してい

たことはうかがえる。 



                      

  

    しかしながら、申立人が勤務していたとする同営業所は、社会保険庁

の記録では、申立期間②当時に厚生年金保険の適用事業所であったとす

る記録が確認できない。 

    また、事業主に申立期間②に係る厚生年金保険の適用について照会し

たが、関連資料及び供述を得ることができなかった。 

    さらに、申立人と同時期に勤務したとされる複数の同僚も、申立人と

同様に厚生年金保険被保険者としての記録が無い。 

    このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 987 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を昭和 40 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万 2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 40 年６月１日から同年７月１日まで 

    昭和 40 年４月１日付けでＡ株式会社に採用となり、平成５年２月 20

日に退職するまでの間、転勤はあったものの継続して勤務してきたのに、

厚生年金保険の被保険者記録に欠落期間があることは納得できない。こ

の間を被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した在職証明書、事業主の供述及び雇用保険の被保険者記

録から判断すると、申立人がＡ株式会社に継続して勤務し（昭和 40 年７

月１日にＡ株式会社本社から同社Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年５月の社会保険事務所の記録から、２万 2,000 円とすること

が妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立人

と同日採用、同日異動のすべての被保険者について欠落が生じていること、

及び当時の社会保険事務所における被保険者原票での記録管理の状況を踏

まえると、これら対象者すべての記録について、事業主が資格喪失日を昭

和 40 年７月１日と届けたにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年



                      

  

６月１日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年６月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 991 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａにおける資格取得

日に係る記録を昭和 43 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年４月１日から同年７月１日まで 

    昭和 43 年４月から同年６月までの厚生年金保険の加入期間について

照会したところ、申立期間について加入の事実が無い旨の回答を得た。 

    しかし、昭和 43 年１月に有限会社Ａに入社し、３か月間は見習いだ

ったが同年４月から正社員となった。当該期間について厚生年金保険の

保険料を控除されていたことが確認できる給与支給明細書を提出するの

で、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   給与支給明細書により、申立人が有限会社Ａに勤務し、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与支給明細書の控除額及

び昭和 43 年７月の社会保険事務所の記録から、２万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料、周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案997 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ組合Ｂ支店の資格喪失日に

係る記録を昭和43年４月１日に、Ａ組合本部の資格取得日に係る記録を49

年４月26日に訂正し、43年３月の標準報酬月額を６万円、49年４月の標準

報酬月額を17万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和43年３月31日から同年４月１日まで 

         ② 昭和49年４月26日から同年５月１日まで 

昭和33年１月１日付けでＡ組合に採用され、途中、45年５月21日から

49年４月25日までＣ会に出向した期間を除き、平成元年５月31日に退職

するまで同組合に継続勤務していた。昭和43年３月31日から同年４月１

日までの期間及び45年４月26日から同年５月１日までの期間の被保険者

記録が欠落しているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、事業主及び同僚の供述から判断すると、申立人が

申立期間①においてＡ組合に継続勤務（昭和43年４月１日に同組合Ｂ支店

から同組合Ｄ支店に異動）し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額は、申立人のＡ組合Ｂ支店における昭

和43年２月の社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥当である。 

申立期間②について、事業主は申立人がＣ会に出向していたことを、ま

た、同僚は出向期間が終了すればＡ組合に戻ることになっていたことを供

述しているほか、社会保険事務所の記録によると、申立人の後任としてＣ

会に出向した同僚及びＣ会から入社した同僚については、Ｃ会の資格喪失



                      

  

日とＡ組合本部での資格取得日は同一日付となっていることから、申立人

についても申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により控除されてい

たものと推認される。 

なお、Ｃ会からＡ組合への異動日については、Ａ組合本部の元庶務担当

者が「組合では手続の慣例として海外から帰国した日の翌日に厚生年金被

保険者として資格取得することになっていた。」と供述しており、帰国日

の翌日は昭和49年４月26日と考えられることから、Ａ組合における資格取

得日を同日とすることが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額は、申立人のＡ組合本部における昭和

49年５月の社会保険事務所の記録から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①における申立人に係る保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明と

しているが、事業主が資格喪失日を昭和43年４月１日と届け出たにもかか

わらず、社会保険事務所がこれを同年３月31日と誤って記録することは考

え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

また、申立期間②における事業主の申立人に係る保険料の納付義務の履

行については、社会保険事務所の記録におけるＡ組合本部の資格取得日が

雇用保険の記録における資格取得日と同日となっており、公共職業安定所

及び社会保険事務所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難

いことから、事業主が昭和49年５月１日を資格取得日として届け、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の厚生年金保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間②の保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 998 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 47 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

７万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 47 年 11 月１日から同年 12 月 21 日まで 

    Ａ株式会社（親会社）の社員の身分で昭和 47 年８月 23 日からＢ株式

会社（子会社）に出向していた。47 年 11 月１日に出向解除になり、同

日付けでＡ株式会社に戻り継続勤務していた。保険料も変わりなく給

料から控除されていた。 

社会保険庁の記録では、Ａ株式会社が昭和 47 年 12 月 21 日から 48

年６月１日までとなっており、47 年 11 月の１か月が欠落しているので

同年 11 月１日から同年 12 月 21 日までの間の厚生年金保険の被保険者

期間を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社の継承会社であるＣ株式会社が提出した発令歴、従業員名簿

（発令事項、給与歴）から判断すると、申立人が申立期間においてＡ株式

会社及び関連会社に継続して勤務し（昭和 47 年 11 月１日にＢ株式会社

（子会社）からＡ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 47 年 12 月の社会保険事務所の記録から７万 6,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、



                      

  

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、社会保

険事務所の記録におけるＡ株式会社の資格取得日が雇用保険の記録におけ

る資格取得日と同日となっており、公共職業安定所及び社会保険事務所の

双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難いことから、事業主が

昭和 47 年 12 月 21 日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

    



                      

  

埼玉厚生年金 事案1004 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ有限会社における資格

取得日に係る記録を昭和38年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務 を履行していないと認められる。 

 

第２  申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

氏 名  : 男  

基礎年金番号  :  

生 年 月 日  : 昭和12年生 

住 所  :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  :  昭和38年２月１日から同年４月１日まで 

昭和33年10月23日にＢ株式会社に入社し、35年３月５日に厚生年金保

険の被保険者資格を取得した。その後Ｂ株式会社はＣ株式会社に社名変

更されたが、平成20年まで一度も同社を退職したことが無いのに、２ヶ

月間の被保険者記録が無いことに納得がいかない。当該期間を被保険者

記録と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主の回答から判断すると、申立人は申立期間に係るグループ会社に

継続して勤務し（昭和38年２月１日にＣ株式会社Ｄ工場からＡ有限会社に

異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を、事業主により控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ有限会社におけ

る昭和38年４月の社会保険庁の記録から、３万6,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は平成20年５月８日、社会保険事務所に申立人に係る

資格取得届を提出するなどして事務手続きに誤りがあったことを認めてい

ることから、社会保険事務所は申立人に係る昭和38年２月及び同年３月の

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1005                    

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た申立人の申立期間に係る厚生年金

保険の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認め

られることから、申立人の標準報酬月額を平成７年７月から８年２月ま

では 44 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成７年７月１日から８年３月 15 日まで 

    社会保険事務所からの連絡により、株式会社Ａに勤務した期間のうち、

平成７年７月１日から８年２月までの標準報酬月額が、実際の給料と

相違していることが判明した。そのため、申立期間の標準報酬月額を

正しい記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の被保険者資格記録照会回答票（訂正・取消済資格記録）

において、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険の標準報酬月額は、

当初、平成７年７月から８年２月までは 44 万円と記録されていた。 

しかし、社会保険庁の記録では、株式会社Ａが適用事業所でなくなっ

た日（平成８年３月 16 日）の後の８年４月４日に、申立人を含む複数名

が標準報酬月額の記録をさかのぼって減額訂正されており、７年７月か

ら８年２月までの標準報酬月額は上記の 44 万円から９万 2,000 円へと訂

正されていることが確認できる。 

一方、申立人が提出した雇用保険受給資格者証によれば、記載された

離職時賃金日額１万 5,040 円に 30 を乗じた額（45 万 1,200 円）と訂正前

の標準報酬月額 44 万円がおおむね一致している。 

これらを総合的に判断すると、当該処理を遡及
そきゅう

して行う合理的理由は

無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないこ

とから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社

会保険事務所に当初届け出た 44 万円に訂正することが必要であると認め

られる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1006 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 30 年６月 23 日から同年７月５日まで

の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人の株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を 30 年６月 23 日に訂正し、申立期間①の標準報酬

月額を１万 6,000 円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和37年１月20日から同年５月14日

までの厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人の株式会社ＡのＤ支店の資格喪失日に係る記録を

37年５月14日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額を３万6,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係るすべての申立期間の厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年６月 23 日から同年７月５日まで 

             ② 昭和 37 年１月 20 日から同年５月 14 日まで 

    昭和 28 年 10 月１日から 40 年 11 月６日まで株式会社Ａに勤務してい

たのに、社会保険庁の記録によれば期間に空白がある。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②については、株式会社Ｂから提出のあった記録回答書

から判断すると、申立人が株式会社Ａに継続して勤務し（昭和 30 年６月

23 日に同社本店から同社Ｃ支店に異動、37 年５月 14 日に同社Ｄ支店から

Ｅ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにお

ける昭和 30 年７月の社会保険庁のオンライン記録から１万 6,000 円、申



                      

  

立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡにおける 36 年 12 月の社

会保険庁のオンライン記録から３万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係るすべての申立期間の保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会

保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1934 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年４月から 60 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 18 年生   

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年４月から 60 年２月まで 

申立期間の国民年金保険料については、昭和 49 年９月に国民年金に

任意加入以来、途中で被保険者資格を任意喪失した記憶は無く、Ａと

併設されていたＢ市役所（現在はＣ市役所）の分室で継続して納付し

ており、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年９月に国民年金に任意加入し 61 年４月に第３号

被保険者となるまで､Ａと併設されていたＢ市役所の分室で申立期間を含

め継続して国民年金保険料を納付しており、途中で被保険者資格喪失手

続及び再加入手続を行った記憶は無いとしているが、社会保険庁の記録、

Ｂ市の被保険者名簿及び申立人が所持している国民年金手帳には 58 年４

月７日又は同月８日に被保険者資格を喪失し、60 年３月 13 日に再取得し

ている記録があり、保険料の未納期間もこの資格喪失期間と合致してい

るため、申立期間について、申立人が国民年金被保険者資格を有してい

た形跡がみられない。 

また、申立期間の保険料の納付を示す関連資料(家計簿、確定申告書

等)も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1941 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年６月から 42 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年６月から 42 年９月まで 

    社会保険事務所で、納付記録を調べてもらったら、昭和 40 年６月か

ら 42 年９月までの 28 か月について未納と言われたが、母親に加入手続

をしてもらい、保険料も納付してもらったと思うので、未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人自身は、保険料

納付に関与していない上、保険料を納付していたとする母親は平成６年７

月に既に他界していることから保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人が国民年金の被保険者資格を取得した平成 13 年１月時点

では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら

ない。 

   さらに、申立人は 19 歳からＡ区に居住していたとしており、母親が居

住していたＢ市で、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付し

ていたとすることは考え難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1942 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年６月から 41 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年６月から 41 年 12 月まで 

    社会保険事務所で納付記録を照会したところ、申立期間が未納と言わ

れたが、申立期間については、当時勤めていた店の店主に国民年金の加

入手続をしてもらい、保険料納付をしてもらっていたと思うので、未納

と言われることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当時勤めていた店主が申立人の国民年金加入手続及び申立期

間の国民年金保険料を納付していたとしているが、その店主が申立人の保

険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、

申立人自身は、保険料納付に関与しておらず、保険料を納付していたとす

るその店主は既に他界していることから、国民年金加入手続及び保険料の

納付の状況は不明である。 

また、申立人の所持する年金手帳により国民年金の加入手続を行ったの

は昭和 42 年 10 月ころであると確認でき、その時点においては、申立期間

のうち 39 年６月から 40 年６月までの期間は時効により保険料を納付でき

ず、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1945 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年５月から同年７月までの期間及び平成元年６月の国

民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年５月から同年 7 月まで 

             ② 平成元年６月 

    Ａ県のデパートを退職し、Ｂ市に転居した昭和 63 年６月ころに転入

届と同時に国民年金の加入手続を行い、納付書をもらって銀行で納付し

た。平成元年分も厚生年金保険からの切替手続をＢ市役所で行い、銀行

で納付した。国民年金加入手続の際にデパートに勤めているときに交付

された手帳に国民年金の資格期間が記入され、そこにＢ市というゴム印

が押されたのを覚えており、確かに手続をし保険料を納付しているはず

なので、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 63 年６月ころ国民年金の加入手続をし、申立期間①及

び②の保険料を納付したとしているところ、社会保険庁の記録により申立

期間①及び②とも平成９年９月 11 日に新たに国民年金被保険者期間とし

て追加された期間であることが確認でき、追加された時点では時効により

保険料を納付できない期間である。 

また、申立人は国民年金加入手続の際に持参した年金手帳に国民年金の

被保険者資格の得喪日を記入されたとしているが、申立人が所持する年金

手帳に資格得喪日が記入されているものの国民年金の加入手続を行った際

には記入されるはずの国民年金手帳記号番号は記入されていないこと、及

び申立期間①及び②が平成９年に適用漏れとして追加されていることから、

申立人が国民年金の加入手続を行ったのは基礎年金番号制度が導入された

９年１月以降であると推認できる上、申立人はＢ市在住時の９年９月に同

年８月の保険料を納付していることから、この納付手続のときに年金手帳



                      

  

に資格得喪日が記入され、そのことと混同している可能性も否定できない。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情も見当たらない上、申立期間①及び②の保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1946 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 39 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 39 年６月まで 

    私は、母から年をとってから困らないようにと国民年金の加入を勧め

られ、母と一緒に昭和 36 年４月ころＡ市役所で加入手続を行った。国

民年金保険料は、主人と一緒に納付してきた。主人の保険料が納付済み

なのに自分の保険料が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年４月ころ、申立人の母と一緒にＡ市役所に国民年

金の加入手続に行ったと主張しているが、Ｂ社会保険事務所では、国民年

金手帳記号番号Ｃから同Ｄ番までの手帳記号番号の払出簿を調査した結果、

申立人の氏名が確認できなかったこと、申立人がＥ市に転居してから 39

年７月１日に手帳記号番号が払い出されており、申立人が所持している国

民年金手帳の発行日も同日になっていることから当該時点ころに加入手続

を行ったと推認できる。 

   また、国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 39 年７月１日以後の

39 年 10 月 31 日に同年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付し

ており、当該時点においては、申立期間のうち、36 年４月から 37 年３月

までの保険料は時効により納付できない期間、37 年４月から 39 年３月ま

での保険料は過年度納付の期間及び同年４月から同年６月までの保険料は

現年度納付となる期間であるが、申立人は、過年度納付や特例納付により

保険料をまとめて納付した記憶は無いとしている。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（日

記、家計簿等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺

事情が見当たらない。 



                      

  

   加えて、申立人の母の国民年金保険料の納付記録が見当たらない上、申

立人の夫も、申立期間のほとんどが未納となっている。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

   



                      

  

埼玉国民年金 事案 1948 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年９月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年９月から 45 年３月まで 

    申立期間当時は病院に勤めながら、看護学校に通学していた。国民年

金の加入手続は両親に任せており、保険料は自分の給与から両親に預

け納めてもらっていた。申立期間について、未納となっていることは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納

付はその両親が行っていたと申し立てているが、申立期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人

自身は保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする父親

は既に亡くなっており、母親からは具体的な説明を得ることができないこ

とから、保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和46年４月ころ

では、申立期間の一部は時効により国民年金保険料を納付することができ

ない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

さらに、当時、実家に住んでいた申立人の弟も、申立期間については未

納である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 1952 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年８月から 42 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 41 年８月から 42 年６月まで 

        昭和 41 年４月に結婚し、20 歳になるので、同年７月ころ夫が地区の

役員を通じて国民年金の加入手続をした。保険料は、夫又は義父が家族

分をまとめて自治会の班長に納めていた。領収書は納付した際受け取っ

たが、現在は持っていない。申立期間は、両親及び夫が納付済みであり、

自分だけ未納であるのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その夫が国民年金の加入手続を行い、夫又は義父が国民年

金保険料を納付したと主張しているが、夫は申立期間の保険料の納付に

ついて具体的な記憶が無く、義父は既に他界しており、申立人は国民年

金の加入及び保険料の納付に関与していないため、国民年金の加入状況、

保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 44 年４月ころ払い出さ

れており、払出時期からすると、申立期間の一部は時効により納付でき

ない期間である上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる形跡も見られない。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人は、国民年金

手帳記号番号払出後の昭和 44 年 10 月 20 日に、その時点で過年度納付が

可能な 42 年７月から 43 年３月までの期間を納付しており、申立人が申

立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 983 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年 12 月ころから 36 年１月 20 日まで 

             ② 昭和 36 年４月 18 日から同年８月 27 日まで 

             ③ 昭和 36 年 12 月 10 日から 37 年２月 10 日まで  

             ④ 昭和 38 年８月 31 日から 39 年２月 16 日まで 

    申立期間①及び②では有限会社Ａ、申立期間③ではＢ株式会社、申立

期間②、③及び④ではＣ株式会社、Ｃ株式会社Ｄ所及びＣ株式会社Ｅ所

に勤務していたが、その前後の期間に空白があった。この間とび職とし

て働き、会社は給料から健康保険、厚生年金保険、雇用保険を控除して

いると言っていたが、控除していなかったのではないかとの疑問を長い

間持っていた。申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、有限会社Ａは昭和 46 年６月２日に解散し、事

業主は既に亡くなっており、元役員及び同僚からも、勤務実態を確認

できる関連資料及び供述を得ることはできなかった。 

また、社会保険事務所の記録では、当該事業所は、昭和 35 年７月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、同日前の申立期間につ

いては、厚生年金保険の適用事業所でないことが確認できる。 

さらに、社会保険事務所が保管する有限会社Ａの健康保険厚生年金

保険被保険者名簿には、申立人の名前は無く、健康保険の番号に欠番

も無い。 

 

２ 申立期間②について、有限会社Ａにおける申立人の勤務実態は申立



  

期間①同様不明である。Ｃ株式会社Ｄ所については、同僚の供述から

期間は特定できないものの、勤務実態については推認できる。 

しかしながら、事業主及び同僚から申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び供述を得ることはできなか

った。 

また、社会保険事務所が保管する有限会社Ａ及びＣ株式会社Ｄ所の

健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の名前は無く、健康

保険の番号に欠番も無い。 

 

３ 申立期間③について、Ｃ株式会社Ｄ所については、同僚の供述から

期間は特定できないものの、勤務実態については推認できる。 

しかしながら、事業主及び同僚から申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び供述を得ることはできなか

った。 

Ｂ株式会社については、同僚の供述から期間は特定できないものの、

申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、同社は商業登記簿上、昭和 53 年４月 23 日にＦ区に

本店移転し、その後の状況は不明であり、事業主も既に亡くなってお

り、申立人が申立期間に厚生年金保険料を控除されていたことを確認

することはできない。 

また、同僚からも申立期間における厚生年金保険料の控除について

供述を得ることができなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管するＣ株式会社Ｄ所及びＢ株式会社

の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の名前は無く、健

康保険の番号に欠番も無い。 

 

４ 申立期間④について、Ｃ株式会社Ｅ所の同僚の供述から、期間は特

定できないものの、申立人が同作業所に勤務していた事実は推認でき

る。 

しかしながら、事業主及び同僚から申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び供述を得ることはできなか

った。 

Ｃ株式会社については、同僚の供述から期間は特定できないものの、

申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、株式会社Ｇ（Ｃ株式会社から名称変更）は、「当時、

正社員以外は、各現場事業所が直接契約し、本社に報告する仕組みだ

った。そのため現場の事業が終了し事業所が解散すると関係書類が残

らなかった。厚生年金保険の加入に関しては、現場事業所が直接雇っ



  

た臨時員は加入させ、孫請けの会社に雇用されている雇員は加入して

いなかったようだ。」と回答している。 

また、同僚からも申立期間における厚生年金保険料の控除について

供述を得ることができなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管するＣ株式会社Ｅ所及びＣ株式会社

の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の名前は無く、健

康保険の番号に欠番も無い。 

 

５ このほか、すべての申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 

６ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 984 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 34 年 11 月１日から 35 年２月８日まで 

株式会社Ａ（昭和 43 年からＢ株式会社に改称）における厚生年金保

険加入記録は、35 年２月８日からとなっているが、この会社には、有

限会社Ｃを 34 年 10 月末日に辞めてすぐに入社したはずである。当時

の同僚の名前も憶えているので、申立期間において厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述により、申立人は申立期間において株式会社Ａに勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、同僚に当時の雇用形態及び厚生年金保険への加入について照会

したところ、元幹部は、「就業規則により、入社後３か月間の試用期間が

あり、３か月経過後に給与から社会保険料を控除された。」と供述してい

る上、社会保険事務所の記録により同僚の厚生年金保険の資格取得は入社

日の３か月後であることが確認できる。以上のことから、事業主は、入社

後一定期間が経過した後に厚生年金保険に加入させていたものと推認でき

る。 

また、株式会社Ａは、すでに廃業しており、当時の事業主も亡くなって

いることから、申立人が申立期間に厚生年金保険料を控除されていたこと

を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 985 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48 年 11 月から 50 年６月まで 

    公共職業安定所の紹介でＡ病院に入職し、看護師として勤務したが、

申立期間の加入記録が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶していたＡ病院の同僚の氏名が社会保険庁の記録から確認

できること、及び複数の同僚の供述により申立人が同病院に勤務していた

ことは推認できる。 

しかしながら、Ａ病院は既に廃業し、事業主も亡くなっており、申立人

が申立期間に厚生年金保険料を控除されていたことを確認することができ

ない。 

また、申立期間に係る厚生年金保険の適用について当時の同僚等から、

供述を得ることができなかった。 

さらに、社会保険庁が保管する当該事業所に係る職歴審査照会回答票、

及び社会保険事務所が保管する当該事業所に係る事業所別被保険者名簿に

は、申立人の氏名は無く、健康保険の番号に欠番は無く、申立人に係る社

会保険事務所の記録が失われたことは考え難い。 

加えて、申立人の申立期間に係る雇用保険の被保険者記録も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 988 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： ① 昭和 29 年４月から 36 年３月まで 

             ② 昭和 48 年５月から 56 年２月まで 

            申立期間①についてはＡ株式会社にて、また申立期間②については

株式会社Ｂ（Ａ株式会社より名称変更）にて、休日もなく長時間労働

に従事し、厚生年金保険の保険料も控除されていたと思うので、申立

期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主及び同僚の供述により、申立人がＡ株式会社（昭和 43 年に株式

会社Ｂに名称変更）にすべての申立期間において勤務していたことはうか

がえる。 

しかしながら、社会保険庁の記録から株式会社Ｂは昭和 56 年２月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は、厚生年金保

険の適用事業所でないことが確認できる。 

また、事業主も「社会保険庁の記録どおり昭和 56 年２月１日から新規

適用事業所となっている。」と供述している。 

さらに、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について同僚等の供述を

得ることができない上、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 989 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 33 年９月から 34 年３月まで 

    厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間について厚生年

金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所からもらっ

た。 

    当時は、Ａ株式会社に確かに勤務していたので、申立期間について被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言及び業務内容に関する申立人の申立内容により、期間及び時

期は特定できないが、申立人がＡ株式会社に勤務していたことは推認でき

る。 

また、申立人は、当該事業所の申立期間における従業員数は約 30 名で

あると申し立てているが、社会保険庁の記録では当該期間の被保険者数

は 17 名であり、当該事業所においては、従業員全員を厚生年金保険に加

入させない取扱いであったことがうかがわれる。 

さらに、社会保険事務所が保管する健康保険・厚生年金保険被保険者

名簿は、申立期間及びその前後１年間における健康保険証番号が連番と

なっており、欠番も無いことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。     



  

埼玉厚生年金 事案 990 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年２月 28 日から 43 年３月まで 

Ａ株式会社には昭和 41 年４月１日から 43 年３月まで勤務していた

が、同社における厚生年金保険加入記録は 42 年２月 28 日までとなっ

ている。42 年２月 28 日から 43 年３月までについても厚生年金保険加

入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 42 年２月ではなく、43 年３月にＡ株式会社を退職し

たと申し立てているが、同社で申立人と共に車両点検整備業務をしてい

た２名の同僚は、「申立人が退職したのは自分達と同じころであり、42

年であることは間違いない。自分達２名の退職日は、厚生年金保険被保

険者資格喪失日として記録されている 42 年３月 16 日で合っていると思

う。」と供述しており、そのうち１名は「申立人は同じころ退職し

た。」としているものの、他の１名は「もっと早く退職したのではない

か。」としている。 

また、上記同僚も、その退職日以降における申立人の勤務実態につい

ては不明としている上、当該事業所は、昭和 55 年５月 21 日に全喪して

おり、事業主からも何ら情報を得ることができないことから、申立期間

における申立人の勤務実態等を確認することができない。 

さらに、申立人は、社会保険庁のオンライン記録によると昭和 42 年７

月から国民年金に加入し、その保険料を納付している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 992 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年１月 10 日から 33 年２月 10 日まで 

 昭和 30 年ころから 33 年２月ころまで、Ａ市Ｂ町の衣料品店に食事

付き住み込みで販売の仕事に携わっていた。店主の次女の夫が経理士

で、店の経理を担当していた。有限会社であったと思われ、給料から

厚生年金保険料を控除されていたので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、申立に係る事業所に勤務していた時期及び期間について明

確な記憶はないが、申立人の仕事内容や事業所の立地に関する申立て及

び現在の事業主の申立人に関する具体的な供述から、申立人が当該事業

所に勤務していたことは推認できる。   

しかし、社会保険庁の記録によると、当該事業所が厚生年金保険の適

用事業所となったのは昭和 34 年８月１日であり、当時の事業主ほか３

名の役員についても、同日に厚生年金保険の被保険者の資格を取得して

いることが確認できる。 

    また、申立期間当時の当該事業所の状況を知る当時の事業主及び勤務

していた同僚は既に死亡しており、申立期間について厚生年金保険の加

入及び厚生年金保険料の納付があったか否かを確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 993 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年５月１日から 20 年８月 31 日まで 

    Ａ株式会社Ｂ工場に、学徒動員で勤務していた。厚生年金保険被保険

者証ももらっていた。この期間を厚生年金保険の加入期間として認めて

ほしい。          

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ株式会社Ｂ工場における勤務状況等についての具体的な説明

から、申立人が同事業所において勤務していたことはうかがえる。 

   しかし、社会保険事務所が保管する申立期間当時のＡ株式会社の被保険

者名簿の中には同社Ｂ工場に係る被保険者名簿は確認できず、工場等名

の記載が無く表紙に「住所：Ｃ町Ｄ地」と記載された被保険者名簿及び

同社Ｅ工場の被保険者名簿の申立期間についても確認したが、申立人の

氏名は確認できない。 

   なお、Ａ株式会社の業務を引き継いだＦ株式会社では、同社が保管する

申立期間当時の社会保険加入記録台帳及び被保険者得喪記録簿は戦争で

大部分焼失しており、残った同資料には申立人の記録は確認できないと

している。 

   また、勤労動員学徒については、労働者年金保険法施行令（昭和 16 年

勅令第 1250 号）第 10 条第３号及び厚生省告示第 50 号（昭和 19 年５月

29 日）により、労働者年金保険（現厚生年金保険）の被保険者には該当

しない取扱いとなっている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関係資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 994 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年  月 日   ： 昭和 20 年生 

住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 41 年４月から同年８月 21 日まで 

    Ａ株式会社に昭和 41 年４月から同年 11 月 12 日まで勤務したが、申

立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。厚生年金保険料を給与から控

除されていたと記憶しており納得できない。当該期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の供述により、申立人が申立期間当時、Ａ株式会社に勤務していた

ことはうかがえる。 

しかしながら、同社は既に廃業し関係資料も無く、当時の事業主も亡く

なっており、事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたこと

を確認することができない上、同僚からも供述を得ることができなかった。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所に係る事業所別被保険者名

簿における申立人の被保険者資格取得日は昭和 41 年８月 21 日と確認でき、

雇用保険の被保険者記録についても同年８月 30 日が取得日であり社会保

険庁の記録とほぼ一致することが確認できる。 

さらに、同名簿において申立期間に申立人の氏名は確認できず、健康保

険の番号に欠番は無い。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 995 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年９月から 42 年７月まで 

    申立期間はＡ区にあるＢ社に住み込みで働いていたので、厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人はＢ社での勤務状況を具体的に覚えており、当該事業所に勤務し

ていたことはうかがえる。しかしながら、当該事業所は法務局において商

業登記が確認できず、社会保険事務所の記録から「Ｂ社」という名称の厚

生年金保険の適用事業所を確認することができない。 

   また、申立人がＢ社の事業主として記憶している氏名について住所が判

明した８名に照会したが、同事業所の事業主に該当する者は確認できなか

った上、申立人は同僚の苗字を記憶していないことから、事業主及び同僚

の調査を行うことができず、申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

さらに、申立人が勤務していたＣ株式会社に保管されていた人事記録

には、前職として、昭和 41 年４月から 42 年３月までＢ社に勤務した旨

の記載があるとしており、申立期間の一部に勤務記録が確認できない。 

   加えて、申立人はＢ社の給与明細書を見た覚えは無いとしており、事業

主により給与から厚生年金保険料を控除されていた具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 996 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 34 年３月から 35 年９月 29 日まで 

    Ａ株式会社において、正社員で仕上工の仕事に従事していた。入社１

か月後の給与明細書で組合費・社会保険料・失業保険料などが控除さ

れていた記憶があるが、社会保険庁の記録では未納とされており納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   当時の同僚の証言があることから、期間の特定はできないものの申立人

が申立事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用について事業主に

照会したところ、確認できる資料が無いため不明であると回答しているこ

とから、当時の人事記録等による勤務実態及び事業主による厚生年金保険

料の控除の事実について確認することができない。 

また、社会保険事務所が管理する申立期間に係るＡ株式会社の事業所別

被保険者名簿を調査したものの、申立人が申立期間中に厚生年金保険被保

険者資格を取得した記録は確認できず、健康保険被保険者証の番号の欠番

も無く、社会保険事務所における事務処理に不自然さは見られない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、

申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 999 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 19 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 43 年７月１日から 44 年２月１日まで 

私は、昭和 43 年７月から 44 年１月まで株式会社Ａに勤めており、厚

生年金保険に加入していたと思う。申立期間について厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、当時の同僚の供述から株式会社Ａに勤務

していたことがうかがえる。 

しかしながら、株式会社Ａは平成元年 12 月３日に解散し、事業主も既

に亡くなっていることから、申立期間における勤務実態及び厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

また、社会保険事務所の記録から、申立人及び同僚が記憶している同じ

職種である男子営業社員の 16 名中７名は厚生年金保険に未加入となって

いる上、同僚の一人は、「男子営業社員は、加入希望者のみ厚生年金保険

に加入したかもしれない。」と供述している。 

さらに、社会保険庁の記録によると、申立人は、申立期間のうち、昭和

43 年９月から 45 年３月までの期間において、国民年金保険料を納付して

いることが確認できる。 

加えて、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給料

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1000 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10 年１月から 14 年６月まで 

    社会保険庁の記録では、平成 10 年１月から 14 年５月までの標準報酬

月額は９万 8,000 円になっているが、給与から 14 万 2,000 円の標準報

酬月額に応答する保険料を控除されていたと思う。事業主が勝手に標準

報酬月額を下げて届け出たことなので、あっせんされた例Ａと同じよう

に申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 事業主は、申立期間当時、会社の資金繰りが苦しく厚生年金保険料を滞

納していたため、平成 10 年から 11 年にかけて従業員に内緒で、従業員

８名の標準報酬月額の減額届出を行ったと供述している。 

また、あっせんされた例Ａでは、社会保険庁に記録されている標準報

酬月額より高い 17 万円に相当する厚生年金保険料が控除されていたこと

が給与明細書から確認できたため、標準報酬月額を 17 万円に訂正するこ

とを認めたものである。 

 しかしながら、当該事業所が加入しているＣ厚生年金基金では、申立人

の申立期間に係る標準報酬月額が９万 8,000 円であるとしている上、申

立人から提出された平成 14 年１月分の給与明細書の厚生年金保険料額を

基に標準報酬月額を算定すると９万 8,000 円となり、いずれも社会保険

庁の申立人に係る標準報酬月額と一致している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間については、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1001                    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録につい

ては、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 平成３年 12 月１日から５年７月３日まで 

    社会保険事務所からの連絡により、代表取締役として勤務した株式会

社Ａにおける申立期間の標準報酬月額が、給与から控除されていた保

険料に見合う標準報酬月額と相違していることが判明した。そのため、

申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、申立人が代表取締役を勤めていた株式会社Ａ

は、平成５年７月 13 日に全喪しているところ、申立人の標準報酬月額は

同年 11 月 30 日に、３年 12 月から５年７月までが 53 万円から８万円に

訂正されていることが確認できる。 

しかし、申立人は、社会保険事務手続は社会保険労務士又は従業員が

行っていたとしているが、申立人は、平成４年から５年当時、株式会社

Ａが厚生年金保険料を滞納していたことを認めており、申立人の標準報

酬月額の減額処理について、代表取締役である申立人が知らなかったと

は考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負

っている代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行

為については責任を負うべきであり、当該行為の無効を主張することは

信義則上妥当でなく、申立人の厚生年金保険の当該期間に係る標準報酬

月額の記録の訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1002 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 38 年８月１日から 43 年８月１日まで 

 社会保険事務所で確認したところ、株式会社Ａの厚生年金保険被保険

者期間について脱退手当金を受け取ったことになっていた。 

当該事業所に勤務していた当時、自分は社会保険関係の事務をして

いたので、会社が一時金等の請求手続をしていれば、知らないはずは

ない。また、脱退手当金が支給された時期には既にＢ地からＣ地に転

居をしており、自分で脱退手当金を請求したことも脱退手当金を受け

取ったことも無い。調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の申立人の氏名は、旧姓から

新姓に変更されており、備考欄には、「45.４.１.氏変」の記載があるこ

とから、このころ氏名変更の処理が行われたと考えられ、申立期間の脱退

手当金は、昭和 45 年４月 16 日に支給決定されていることを踏まえると、

脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われたと考えるのが自然である。 

また、申立人の被保険者原票には「脱」「45.4.16」とのゴム印が押さ

れており、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無いなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人に聴取しても請求・受給した記憶が無いというほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案1003 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２   申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和21年２月26日から23年６月１日まで 

社会保険庁の記録では、申立期間について脱退手当金を受領したこと

になっているが、同じ会社に勤務していた妹も同僚も脱退手当金を受け

取ったことになっていないのに、なぜ自分だけ受け取ったことになって

いるのか、受け取った記憶は無いので、第三者委員会で調査してほしい。 

 

第３  委員会の判断の理由 

 申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金が支給されたこ

とが記録されているとともに、申立期間に係る脱退手当金は支給額に計

算上の誤りは無く、厚生年金保険資格喪失日から約１か月後の昭和23年

７月23日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1007 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 21 年４月から 25 年 10 月まで 

         ② 昭和 41 年８月から 44 年 12 月まで 

社会保険事務所に照会したところ、昭和 21 年４月ころから 25 年 10

月ころまでＡ市にあったＢ社に勤務していた期間及び 41 年８月ころか

ら 44 年 12 月ころまでＣ区にあったＤ社（またはＥ社）に勤務してい

た期間が厚生年金保険に未加入となっていた。当該期間において被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、有限会社Ｂの取締役の供述から、申立人が

同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、当該取締役は、「申立人が在籍していた当時は個人

経営であり、従業員数も少なかったため、厚生年金保険に加入してお

らず、有限会社になった昭和 41 年から加入した」と供述している。 

また、社会保険庁の記録では、同社が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは昭和 41 年７月１日であり、申立期間①当時は適用事業所で

ないことが確認できる。 

さらに、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

 

２ 申立期間②については、申立人は、有限会社Ｄの所在地や同僚の氏

名を記憶しており、社会保険事務所が保管する同社の被保険者名簿で、

この同僚の氏名が確認できることから、申立人が同社に勤務していた

ことは推認できる。 



  

しかしながら、同社は既に解散し、事業主も亡くなっていることか

ら、申立人が申立期間②に厚生年金保険料を控除されていたことを確

認することができない。 

また、申立期間②に係る申立人の厚生年金保険の適用について同僚

に照会したが、供述を得ることができなかった。 

さらに、同社の被保険者名簿には申立人の氏名が無い上、健康保険

の整理番号に欠番は無く、申立人に係る社会保険事務所の記録が失わ

れたことは考え難い。 

加えて、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

 

３ このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 

４ これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に

係る厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認め

ることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1008 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間ついて、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていいたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月から 41 年５月まで 

    申立期間についてＡ株式会社に勤め厚生年金保険に加入していた。当

該期間について厚生年金保険に加入していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用について当時

の事業主に照会したが、関連資料及び供述を得ることはできなかった。 

また、社会保険事務所の記録によると、Ａ株式会社は申立期間中の昭

和 40 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなり、従業員の大

半はその後、厚生年金保険に加入しておらず同所にあった別名の会社に

入社し、新たに厚生年金保険に加入したことが確認できるが、申立人の

被保険者記録についてはＡ株式会社及び別名の会社のいずれにも確認で

きない。 

さらに、当時の複数の同僚に照会したが、Ａ株式会社及び別名の会社

での勤務実態及び厚生年金保険の加入について具体的な供述は得られな

かった上、「工場と契約して製品搬送、納入業務に従事していた運送会

社の関係者ではなかったか。」と供述する者もいた。 

加えて、申立人は当時の給料が約５万円から６万円と申し立てている

が、その額がＡ株式会社の同年齢従業員の約３倍であることが社会保険

庁の保存する記録により確認できる。 

このほか、申立人の厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。    



  

埼玉厚生年金 事案 1009 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年ころから 35 年ころまで 

    申立期間についてＡ社に正社員として働きＢの地下のトンネル工事を

していた。この期間、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間に係る申立人の勤務実態について事業主は、「在籍記録は無

い。」と回答している。 

また、社会保険庁の記録から「Ａ」という名称の厚生年金保険の適用

事業所を確認することができない。 

さらに、申立人が主張しているＢの工事の開始は、文献によると昭和

49 年９月であり、申立期間当時の工事ではないことが確認できる。 

加えて、申立人は工事で義理の弟と働いていたとしているところ、当

該義理の弟についても申立期間について厚生年金保険の被保険者記録は

確認できない。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1010 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 37 年 10 月から 38 年３月まで 

             ② 昭和 38 年５月から 40 年１月まで 

    私は、昭和 37 年 10 月から 38 年３月までＡ所に住み込みで勤務して

いた。また、38 年５月から 40 年１月まではＢの仲買商であるＣ（現在

は、有限会社Ｄ）に勤務していた。 

    Ａ所では退職に当たり厚生年金被保険者証を渡された記憶があり、ま

た、Ｃにおいては胃かいようの治療のため健康保険を使用した記憶があ

ることからこれらの期間について、厚生年金保険の加入期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人がＡ所に勤務していたことは、元事業主

の妻の供述でうかがえるが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用

については、「事業所は昭和 60 年以降に社会保険に加入したので、申立

人を社会保険に加入させた記憶は無い。」と供述している。 

   また、社会保険庁の記録から、「Ａ所」という名称の厚生年金保険の適

用事業所を確認することができない。 

   さらに、Ａ所は既に解散し、当時の事業主も亡くなっている上、申立人

は同僚の氏名を記憶していないことから、申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

   加えて、申立人が厚生年金保険料を事業主により給料から控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

申立期間②については、申立人がＣに勤務していたことは、元事業主

の子（現事業主）の供述でうかがえるが、申立人の申立期間に係る厚生



  

年金保険の適用については、「事業所が当時社会保険に加入していた記

憶は無く、従業員は国民年金に加入していた。」と供述している。 

また、社会保険庁の記録から、Ｃは平成 16 年 10 月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、申立期間当時は、厚生年金保険の適用事

業所でないことが確認できる。 

さらに、申立人は同僚の氏名を記憶していないことから、申立期間に

おける厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

加えて、申立人が厚生年金保険料を事業主により給料から控除されて

いたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これら事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案1011 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名  ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住  所  ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ①  昭和26年ころから28年２月１日まで 

②  昭和28年10月２日から30年３月ころまで 

昭和26年ころより30年３月まで、Ａ株式会社(申立てはＢ社)に勤務

していたが、26年ころから28年２月１日までのＣ支店勤務期間と、 28

年10月２日から30年３月ころまでのＤ支店（申立てはＤ本店)勤務期間

の資格記録が存在しない。申立期間について厚生年金保険被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、社会保険庁の記録から、申立期間当時に、「Ａ

株式会社Ｃ支店」という名称の厚生年金保険の適用事業所を確認すること

ができない。 

また、Ａ株式会社Ｃ支店は既に廃業しており、法務局の商業登記上から

も役員等の氏名が確認できない上、申立人は同僚の氏名を記憶していない

ことから、調査を行うことができず、申立期間における勤務実態及び厚生

年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

申立期間②については、Ａ株式会社Ｄ支店は、既に廃業しており、法務

局の商業登記上からも役員等の氏名を確認できない上、社会保険事務所が

保管するＡ株式会社Ｄ支店の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において 

申立期間に同社で被保険者であることが確認できる同僚を抽出し、照会を

行ったが、回答のあった２名のいずれも申立人を記憶しておらず、申立期

間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することがで



  

きない。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が厚生年金保

険被保険者資格を昭和28年２月１日に取得し、同年10月２日に喪失してい

ることが確認できるものの、申立期間において申立人の氏名が無い上、健

康保険の番号も欠番は無く、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われ

たことは考え難い。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。  

 このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1012 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 38 年 12 月 16 日から 39 年 10 月１日まで 

       厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間につい

て厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所

からもらった。当時はＡ株式会社に勤務し昭和 38 年 12 月に退職願を

提出したらもう少し働いてほしいと慰留され、39 年９月末まで勤務し

た。 

  同年８月の賞与をもらった覚えがあるので厚生年金保険に加入してい

たはずである。申立期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

       Ａ株式会社を退職するまでの具体的な説明及び同僚の証言により、申

立人が申立期間において同社に勤務していたことはうかがえる。 

           しかしながら、事業主から提出された厚生年金保険被保険者資格喪失確

認通知書により昭和 38 年 12 月 16 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪

失していることが確認できる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ株式会社に係る厚生年金保険被保

険者名簿における申立人の資格喪失日も昭和 38 年 12 月 16 日と確認でき

る。 

   さらに、申立期間に係る厚生年金保険料を控除されていたことを確認で

きる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も無い。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 


